
【個別施設計画総括表】

１ 計画期間 令和3年4月1日から令和37年3月31日まで

※必要に応じ適宜見直しを実施

２ 対象施設 本個別施設計画での対象施設は、次に示す施設とする。

No. 分類

1 公営住宅

2 公営住宅

3 公営住宅

4 公営住宅

5 公営住宅

6 公営住宅

7 公営住宅

8 公営住宅

9 公営住宅

10 公営住宅

11 公営住宅

12 公営住宅

13 公営住宅

14 公営住宅

15 公営住宅

16 公営住宅

17 公営住宅

18 公営住宅

19 公営住宅

20 公営住宅

21 公営住宅

22 公営住宅

23 公営住宅

24 公営住宅

25 公営住宅

26 公営住宅

27 公営住宅

28 公営住宅

29 公営住宅

30 公営住宅

31 公営住宅

稚内市公共施設等総合管理計画に基づく

「個別施設計画」（公営住宅等）

基本的な方針

⾧寿命化

⾧寿命化

⾧寿命化

⾧寿命化

除却

除却

⾧寿命化

⾧寿命化

⾧寿命化

⾧寿命化

⾧寿命化

除却

除却

除却

除却

除却

除却

⾧寿命化

⾧寿命化

⾧寿命化

除却

⾧寿命化

⾧寿命化

⾧寿命化

除却

除却

除却

除却

除却

⾧寿命化

⾧寿命化

施設名

富士見団地3-B-1

富士見団地4-B-1

富士見団地4-B-2

富士見団地5-B-1

富士見団地13-1

恵比須団地53-B-2

恵比須団地56-B-2

恵比須団地57-B-2

宝来団地55-B-1

宝来団地55-B-2

宝来団地56-B-1

宝来団地15-1

宝来団地22-1

中央団地62-B-1

緑ヶ丘団地59-A-1

緑ヶ丘団地61-B-1

緑ヶ丘団地元-B-1

緑ヶ丘団地5-B-1

緑ヶ丘団地6-B-1

緑ヶ丘団地7-B-1

緑ヶ丘団地8-1

緑ヶ丘団地9-1

末広団地53-B-1

末広団地54-B-1

末広団地54-B-2

末広団地57-B-1

末広団地58-A-1

末広団地58-B-1

末広団地59-B-1

末広団地60-B-1

末広団地63-B-1



32 公営住宅

33 公営住宅

34 公営住宅

35 公営住宅

36 公営住宅

37 公営住宅

38 公営住宅

39 公営住宅

40 公営住宅

41 公営住宅

42 公営住宅

43 公営住宅

44 公営住宅

45 公営住宅

46 公営住宅

47 公営住宅

48 公営住宅

49 公営住宅

50 公営住宅

51 公営住宅

52 公営住宅

53 公営住宅

３ 管理に関する方針

除却

除却

⾧寿命化潮見団地2-B-1

「稚内市公営住宅等⾧寿命化計画」に基づき、引き続き計画的な維持管理や⾧寿命化を実施する

とともに、老朽化が著しい建物の用途廃止、解体、除却等を進めていきます。

除却

除却

除却

除却

除却

除却

はまなす団地45-B-8

富岡団地13-1

富岡団地13-2

声問団地59-B-2

声問団地60-B-2

除却

除却

除却

声問団地62-B-2

曲渕団地53-C-1

曲渕団地53-C-2

曲渕団地53-C-3

曲渕団地53-C-4

曲渕団地60-B-3

除却

除却

除却

除却

除却

除却

除却

除却

⾧寿命化

除却

潮見団地2-B-2

はまなす団地45-A-3

はまなす団地45-A-4

はまなす団地45-B-5

はまなす団地45-B-6

はまなす団地45-B-7

末広団地27-1

末広団地27-2

末広団地27-4

末広団地27-3



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

令和2年度 備考
使用料

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 富士見5 施設までの所要時間（分） 1分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

29台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 ×未対応
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無 ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 − 合併浄化槽 130人槽 単独浄化槽

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

耐震性能 新耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,304.00㎡ 築年月 平成3年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 30年

市ほか
用途地域 白地地域（稚-1） 建蔽率 34.96% 容積率 69.92%土地
敷地面積 1,865.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

施設名称 富士見団地3-B-1 所在地 稚内市富士見5丁目

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 1 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

稼働率

利用可能コマ数

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年度 金額 内容 年度 金額 内容



合 計 25,000

R15

R16

R13

R14

R11

R12

R9 外壁補修（⾧寿命化） 25,000

R10

R7

R8

R5

R6

R3

R4

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

令和2年度 備考
使用料

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 富士見5 施設までの所要時間（分） 1分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

29台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 ×未対応
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無 ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 − 合併浄化槽 130人槽 単独浄化槽

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

耐震性能 新耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,353.00㎡ 築年月 平成4年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 29年

市ほか
用途地域 白地地域（稚-1） 建蔽率 36.67% 容積率 73.34%土地
敷地面積 1,845.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

施設名称 富士見団地4-B-1 所在地 稚内市富士見5丁目

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 2 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

稼働率

利用可能コマ数

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年度 金額 内容 年度 金額 内容



合 計 25,000

R15

R16

R13

R14

R11

R12

R9

R10 外壁補修（⾧寿命化） 25,000

R7

R8

R5

R6

R3

R4

・⾧寿命化のための、外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

令和2年度 備考
使用料

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 富士見5 施設までの所要時間（分） 1分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

29台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 ×未対応
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無 ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 − 合併浄化槽 130人槽 単独浄化槽

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

耐震性能 新耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,353.00㎡ 築年月 平成4年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 29年

市ほか
用途地域 白地地域（稚-1） 建蔽率 31.47% 容積率 62.94%土地
敷地面積 2,150.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

施設名称 富士見団地4-B-2 所在地 稚内市富士見5丁目

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 3 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について

利用コマ数 #DIV/0!
稼働率 #DIV/0!

#DIV/0!
利用可能コマ数 #DIV/0!

#DIV/0!
稼働率 #DIV/0!

#DIV/0!
利用可能コマ数 #DIV/0!

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年度 金額 内容 年度 金額 内容



合 計 25,000

R15

R16

R13

R14

R11 外壁補修（⾧寿命化） 25,000

R12

R9

R10

R7

R8

R5

R6

R3

R4

・⾧寿命化のための、外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

令和2年度 備考
使用料

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 富士見5 施設までの所要時間（分） 1分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

29台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 ×未対応
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無 ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 − 合併浄化槽 130人槽 単独浄化槽

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

耐震性能 新耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,353.00㎡ 築年月 平成5年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 28年

市ほか
用途地域 白地地域（稚-1） 建蔽率 28.49% 容積率 56.97%土地
敷地面積 2,375.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

施設名称 富士見団地5-B-1 所在地 稚内市富士見5丁目

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 4 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

稼働率

利用可能コマ数

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年度 金額 内容 年度 金額 内容



合 計 25,000

R15

R16

R13

R14

R11

R12 外壁補修（⾧寿命化） 25,000

R9

R10

R7

R8

R5

R6

R3

R4

・⾧寿命化のための、外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

令和2年度 備考
使用料

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 富士見5 施設までの所要時間（分） 1分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

30台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 ×未対応
ＷＣ ○対応済 ＥＶ ○対応済 標示 −無 ＡＥＤ
玄関 ○対応済 通路 ○対応済 階段

−無

下水道 − 合併浄化槽 140人槽 単独浄化槽

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

耐震性能 新耐震
地上 3階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 2,865.00㎡ 築年月 平成13年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 20年

市ほか
用途地域 白地地域（稚-1） 建蔽率 28.49% 容積率 56.97%土地
敷地面積 5,863.86㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

施設名称 富士見団地13-1 所在地 稚内市富士見5丁目

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 5 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

稼働率

利用可能コマ数

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年度 金額 内容 年度 金額 内容



合 計 20,200

R15

R16

R13

R14

R11

R12

R9

R10

R7 屋上防水（⾧寿命化） 20,200

R8

R5

R6

R3

R4

・⾧寿命化のための、屋上防水の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

令和2年度 備考
使用料

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 恵比須1 施設までの所要時間（分） 1分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

16台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無 ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

耐震性能 旧耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,096.00㎡ 築年月 昭和53年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 43年

市ほか
用途地域 第一種住居地域 建蔽率 30.49% 容積率 110.33%土地
敷地面積 944.59㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

施設名称 恵比須団地53-B-2 所在地 稚内市恵比須１丁目5番20号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 6 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね27年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

稼働率

利用可能コマ数

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年度 金額 内容 年度 金額 内容



合 計 0

R15

R16

R13

R14

R11

R12

R9

R10

R7

R8

R5

R6

R3

R4

・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より43年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後27年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

令和2年度 備考
使用料

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 恵比須４ 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

18台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無 ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

耐震性能 旧耐震
地上 3階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,180.00㎡ 築年月 昭和56年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 40年

市ほか
用途地域 第一種住居地域 建蔽率 24.24% 容積率 67.79%土地
敷地面積 1,658.39㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

施設名称 恵比須団地56-B-2 所在地 稚内市恵比須3丁目1番18号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 7 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね30年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

稼働率

利用可能コマ数

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年度 金額 内容 年度 金額 内容



合 計 0

R15

R16

R13

R14

R11

R12

R9

R10

R7

R8

R5

R6

R3

R4

・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より40年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後30年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

令和2年度 備考
使用料

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 恵比須４ 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無 ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

耐震性能 旧耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,185.00㎡ 築年月 昭和57年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 39年

市ほか
用途地域 第一種住居地域 建蔽率 21.39% 容積率 79.70%土地
敷地面積 1,437.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

施設名称 恵比須団地57-B-2 所在地 稚内市恵比須4丁目4番4号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 8 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね31年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

稼働率

利用可能コマ数

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年度 金額 内容 年度 金額 内容



合 計 0

R15

R16

R13

R14

R11

R12

R9

R10

R7

R8

R5

R6

R3

R4

・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より39年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後31年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 9 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 宝来団地55-B-1 所在地 稚内市宝来5丁目3番27号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種住居地域 建蔽率 26.17% 容積率 103.08%土地
敷地面積 1,719.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,771.91㎡ 築年月 昭和55年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 41年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 稚内中学校前 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

42台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね29年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より41年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後29年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 10 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 宝来団地55-B-2 所在地 稚内市宝来5丁目3番24号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種住居地域 建蔽率 26.17% 容積率 103.08%土地
敷地面積 1,719.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,771.91㎡ 築年月 昭和55年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 41年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 稚内中学校前 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

42台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね29年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より41年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後29年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 11 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 宝来団地56-B-1 所在地 稚内市宝来5丁目3番23号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種住居地域 建蔽率 26.17% 容積率 103.08%土地
敷地面積 2,427.46㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 5階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 2,219.00㎡ 築年月 昭和56年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 40年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 稚内中学校前 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

42台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね30年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より40年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後30年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 12 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 宝来団地15-1 所在地 稚内市宝来5丁目3番

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 駐輪所
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種住居地域 建蔽率 10.22% 容積率 83.91%土地
敷地面積 4,018.88㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 10階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 3,446.00㎡ 築年月 平成15年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 18年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ○対応済 通路 ○対応済 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 宝来4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

42台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 ○対応済
ＷＣ ○対応済 ＥＶ ○対応済 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、屋上防水の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9 屋上防水（⾧寿命化） 8,100

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 8,100

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 13 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 宝来団地22-1 所在地 宝来団地22-1

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 駐輪所
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種住居地域 建蔽率 11.35% 容積率 104.10%土地
敷地面積 3,285.58㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 10階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 3,950.00㎡ 築年月 平成22年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 11年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ○対応済 通路 ○対応済 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 宝来4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

27台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 ○対応済
ＷＣ ○対応済 ＥＶ ○対応済 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、屋上防水の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 8,100

R15

R16 屋上防水（⾧寿命化） 8,100



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 14 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 中央団地62-B-1 所在地 稚内市開運2丁目1番

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種住居地域 建蔽率 18.57% 容積率 174.95%土地
敷地面積 2,857.40㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 10階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 4,998.95㎡ 築年月 昭和62年 主構造 鉄骨鉄筋コンクリート

棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 34年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 駅前ターミナル 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

47台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 ○対応済
ＷＣ ×未対応 ＥＶ ○対応済 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、配管建具の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8 配管建具補修（⾧寿命化） 216,000

R13

R14

R11

R12

合 計 216,000

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 15 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 緑ヶ丘団地59-A-1 所在地 稚内市緑1丁目13番10号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種住居地域 建蔽率 26.87% 容積率 53.73%土地
敷地面積 1,070.30㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 575.00㎡ 築年月 昭和59年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 45年 経過年数 37年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 南小学校前 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

47台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね8年後

をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より37年経過している。鉄筋コンクリート造の準耐火構造で、耐用年数は45年とさ

れていることから今後8年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 16 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 緑ヶ丘団地61-B-1 所在地 稚内市緑1丁目14番12号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 14.98% 容積率 59.74%土地
敷地面積 2,873.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,776.00㎡ 築年月 昭和61年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 35年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 南小学校前 施設までの所要時間（分） 5分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

24台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、屋根外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6 屋根外壁補修（⾧寿命化） 44,261

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 44,261

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 17 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 緑ヶ丘団地元-B-1 所在地 稚内市緑1丁目14番10号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 13.41% 容積率 53.46%土地
敷地面積 3,210.37㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,776.00㎡ 築年月 平成元年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 33年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 南小学校前 施設までの所要時間（分） 5分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

25台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、屋根外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7 屋根外壁補修（⾧寿命化） 44,261

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 44,261

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 18 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 緑ヶ丘団地5-B-1 所在地 稚内市緑2丁目1番5号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 32.31% 容積率 83.96%土地
敷地面積 2,200.15㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 3階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,847.23㎡ 築年月 平成5年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 28年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 南小学校前 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

18台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11 外壁補修（⾧寿命化） 25,000

R12

合 計 25,000

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 19 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 緑ヶ丘団地6-B-1 所在地 稚内市緑2丁目1番4号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 32.43% 容積率 84.26%土地
敷地面積 2,192.34㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 3階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,847.23㎡ 築年月 平成6年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 27年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 南小学校前 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

18台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12 外壁補修（⾧寿命化） 25,000

合 計 25,000

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 20 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 緑ヶ丘団地7-B-1 所在地 稚内市緑2丁目1番3号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 32.43% 容積率 89.23%土地
敷地面積 2,070.21㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 3階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,847.23㎡ 築年月 平成7年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 26年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 南小学校前 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

18台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数

#DIV/0!
稼働率 #DIV/0!

#DIV/0!
利用可能コマ数 #DIV/0!

利用コマ数 #DIV/0!
稼働率 #DIV/0!

#DIV/0!
利用可能コマ数 #DIV/0!

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13 外壁補修（⾧寿命化） 25,000

R14

R11

R12

合 計 25,000

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 21 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 緑ヶ丘団地8-1 所在地 稚内市緑2丁目1番2号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 38.80% 容積率 94.50%土地
敷地面積 1,892.10㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 3階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,847.00㎡ 築年月 平成8年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 25年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 南小学校前 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

20台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14 外壁補修（⾧寿命化） 25,000

R11

R12

合 計 25,000

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 22 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 緑ヶ丘団地9-1 所在地 稚内市緑2丁目1番1号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 27.29% 容積率 65.57%土地
敷地面積 1,866.60㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 3階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,223.90㎡ 築年月 平成9年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 24年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 △一部対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 南小学校前 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

12台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 △一部対応
ＷＣ △一部対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15 外壁補修（⾧寿命化） 25,000

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 23 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地53-B-1 所在地 稚内市末広3丁目2番18号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 17.90% 容積率 70.45%土地
敷地面積 2,344.10㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,651.30㎡ 築年月 昭和53年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 43年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 末広4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

24台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね27年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より43年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後27年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 24 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地54-B-1 所在地 稚内市末広3丁目3番3号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 17.21% 容積率 67.74%土地
敷地面積 2,524.52㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,699.00㎡ 築年月 昭和54年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 42年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 末広4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

24台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね28年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より42年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後28年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 25 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地54-B-2 所在地 稚内市末広3丁目3番12号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 17.48% 容積率 68.78%土地
敷地面積 1,657.65㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,140.04㎡ 築年月 昭和54年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 42年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 末広4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

16台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね28年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より42年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後28年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 26 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地57-B-1 所在地 稚内市末広4丁目1番2号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 18.07% 容積率 67.36%土地
敷地面積 2,548.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,776.00㎡ 築年月 昭和57年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 39年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 末広4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

23台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね31年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より39年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後31年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 27 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地58-A-1 所在地 稚内市末広4丁目1番10号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 20.11% 容積率 79.39%土地
敷地面積 1,552.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,232.06㎡ 築年月 昭和58年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 38年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 末広4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

21台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね32年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、屋根外壁の改修の実施。（R2年度実施）

・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より38年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後32年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 28 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地58-B-1 所在地 稚内市末広4丁目1番9号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 18.20% 容積率 70.85%土地
敷地面積 2,530.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,776.00㎡ 築年月 昭和58年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 38年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 末広4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

21台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね32年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より38年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後32年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 29 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地59-B-1 所在地 稚内市末広4丁目1番3号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 19.11% 容積率 74.38%土地
敷地面積 2,410.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,776.00㎡ 築年月 昭和59年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 37年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 末広4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

23台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね33年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、屋根外壁の改修の実施。（R3年度実施）

・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より37年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後33年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3 屋根外壁補修（⾧寿命化） 51,623

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 51,623

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 30 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地60-B-1 所在地 稚内市末広5丁目4番3号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 18.75% 容積率 72.98%土地
敷地面積 2,456.16㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,776.00㎡ 築年月 昭和60年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 36年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 合同庁舎前 施設までの所要時間（分） 5分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

24台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、屋根外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4 屋根外壁補修（⾧寿命化） 53,284

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 53,284

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 31 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地63-B-1 所在地 稚内市末広5丁目4番4号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 20.30% 容積率 79.03%土地
敷地面積 2,268.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,776.00㎡ 築年月 昭和63年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 33年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 合同庁舎前 施設までの所要時間（分） 5分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

24台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、屋根外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5 屋根外壁補修（⾧寿命化） 66,880

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 66,880

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 32 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地27-1 所在地 稚内市末広3丁目2番16号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 18.79% 容積率 74.89%土地
敷地面積 2,200.01㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,647.58㎡ 築年月 昭和53年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 43年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 末広4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

24台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね27年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より43年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後27年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4 配管建具（⾧寿命化） 70,653

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 70,653

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 33 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地27-2 所在地 稚内市末広3丁目3番5号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 18.17% 容積率 72.45%土地
敷地面積 1,546.86㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,120.57㎡ 築年月 昭和54年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 42年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 末広4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

16台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね28年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より42年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後28年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5 配管建具（⾧寿命化） 60,445

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 60,445

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 34 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地27-3 所在地 稚内市末広4丁目1番12号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 25.07% 容積率 100.00%土地
敷地面積 1,203.60㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,203.60㎡ 築年月 昭和58年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 38年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 末広4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

16台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね32年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より38年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後32年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6 配管建具（⾧寿命化）

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 35 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 末広団地27-4 所在地 稚内市末広4丁目1番16号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 準工業地域 建蔽率 18.44% 容積率 73.55%土地
敷地面積 1,636.63㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,466.37㎡ 築年月 昭和59年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 37年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 末広4 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

16台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね33年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より37年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後33年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7 配管建具（⾧寿命化） 92,900

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 92,900

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 36 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 潮見団地2-B-1 所在地 稚内市潮見２丁目1番20号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種住居地域 建蔽率 20.16% 容積率 57.19%土地
敷地面積 3,252.50㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,938.50㎡ 築年月 平成2年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 31年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 潮見1 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

19台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、配管建具の改修の実施。（R2年度実施）

・⾧寿命化のための、外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9 外壁補修（⾧寿命化） 30,000

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 30,000

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 37 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 潮見団地2-B-2 所在地 稚内市潮見２丁目1番14号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種住居地域 建蔽率 20.16% 容積率 57.19%土地
敷地面積 3,252.50㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 4階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,938.50㎡ 築年月 平成2年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 31年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 潮見1 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

19台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 ⾧寿命化

類似施設と比較しソフト面・ハード面とも良好であり、今後も良好な住宅環境の維持のため必要な施設であることか

ら、大規模修繕（⾧寿命化型改善）を実施し⾧期的な存続を図る。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、配管建具の改修の実施。（R3年度実施）

・⾧寿命化のための、外壁の改修の実施。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数を70年とし、⾧寿命化型改善を図りながら、今後耐用年数到達まで使用を

目標とする。目標使用年数経過後は、建物の状況等を考慮しながら以降の方針を決定する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3 配管建具補修（⾧寿命化） 88,369

R4

R9

R10 外壁補修（⾧寿命化） 30,000

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 118,369

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 38 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 はまなす団地45-A-3 所在地 稚内市はまなす1丁目1番1号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 27.72% 容積率 55.41%土地
敷地面積 430.50㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 238.50㎡ 築年月 昭和45年 主構造 ドリゾール造
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 45年 経過年数 51年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 はまなす1 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

24台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ○対応済 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね10年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・当分の間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設はドリゾール造で建築より51年経過している。ドリゾール造の準耐火構造で、耐用年数は45年で耐用年数を超え

ているが、予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な

改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 39 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 はまなす団地45-A-4 所在地 稚内市はまなす1丁目1番2号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 32.12% 容積率 64.20%土地
敷地面積 371.50㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 238.50㎡ 築年月 昭和45年 主構造 ドリゾール造
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 45年 経過年数 51年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 はまなす1 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

24台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ○対応済 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね10年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・当分の間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設はドリゾール造で建築より51年経過している。ドリゾール造の準耐火構造で、耐用年数は45年で耐用年数を超え

ているが、予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な

改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 40 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 はまなす団地45-B-5 所在地 稚内市はまなす1丁目1番3号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 24.88% 容積率 49.76%土地
敷地面積 404.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 201.00㎡ 築年月 昭和45年 主構造 コンクリートブロック造

棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 45年 経過年数 51年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 はまなす1 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

24台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ○対応済 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね10年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・当分の間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設はコンクリートブロック造で建築より51年経過している。コンクリートブロック造の準耐火構造で、耐用年数は

45年で耐用年数を超えているが、予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその中で住民利用

がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 41 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 はまなす団地45-B-6 所在地 稚内市はまなす1丁目1番4号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 20.96% 容積率 41.92%土地
敷地面積 479.50㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 201.00㎡ 築年月 昭和45年 主構造 コンクリートブロック造

棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 45年 経過年数 51年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 はまなす1 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

24台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ○対応済 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね10年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・当分の間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設はコンクリートブロック造で建築より51年経過している。コンクリートブロック造の準耐火構造で、耐用年数は

45年で耐用年数を超えているが、予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその中で住民利用

がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 42 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 はまなす団地45-B-7 所在地 稚内市はまなす1丁目1番5号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 25.58% 容積率 51.15%土地
敷地面積 393.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 201.00㎡ 築年月 昭和45年 主構造 コンクリートブロック造

棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 45年 経過年数 51年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 はまなす1 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

24台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ○対応済 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね10年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・当分の間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設はコンクリートブロック造で建築より51年経過している。コンクリートブロック造の準耐火構造で、耐用年数は

45年で耐用年数を超えているが、予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその中で住民利用

がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 43 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 はまなす団地45-B-8 所在地 稚内市はまなす1丁目1番6号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 27.06% 容積率 54.11%土地
敷地面積 371.50㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 201.00㎡ 築年月 昭和45年 主構造 コンクリートブロック造

棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 45年 経過年数 51年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 はまなす1 施設までの所要時間（分） 3分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

24台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ○対応済 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね10年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・当分の間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設はコンクリートブロック造で建築より51年経過している。コンクリートブロック造の準耐火構造で、耐用年数は

45年で耐用年数を超えているが、予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその中で住民利用

がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 44 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 富岡団地13-1 所在地 稚内市富岡3丁目7番1号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 16.27% 容積率 49.41%土地
敷地面積 2,210.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 3階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 1,091.85㎡ 築年月 昭和50年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 46年

建築基準法第12条点検データ 有
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 富岡児童センター前 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

29台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ○対応済 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね24年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より46年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後24年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 45 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 富岡団地13-2 所在地 稚内市富岡3丁目7番5号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 第一種中高層住居専用地域 建蔽率 15.95% 容積率 47.90%土地
敷地面積 1,900.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 3階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 910.00㎡ 築年月 昭和56年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 70年 経過年数 40年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 富岡児童センター前 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

29台 原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ○対応済 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね30年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・目標使用年数までは、機能維持のために定期点検を実施し、適正な維持管理を図る。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より40年経過している。鉄筋コンクリート造の耐火構造で、耐用年数は70年とされ

ていることから今後30年は使用する。但しその中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議

する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 46 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 声問団地59-B-2 所在地 稚内市声問5丁目34番2号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 白地地域（稚-2） 建蔽率 20.63% 容積率 41.26%土地
敷地面積 1,321.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 545.00㎡ 築年月 昭和59年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 45年 経過年数 37年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 緑ヶ丘学園前 施設までの所要時間（分） 1分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね15年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・当分の間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より37年経過している。鉄筋コンクリート造の準耐火構造で、耐用年数は45年とさ

れていることから今後8年は使用する。予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその中で住民

利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 47 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 声問団地60-B-2 所在地 稚内市声問5丁目34番6号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 白地地域（稚-2） 建蔽率 18.03% 容積率 36.05%土地
敷地面積 1,512.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 545.00㎡ 築年月 昭和60年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 45年 経過年数 36年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 緑ヶ丘学園前 施設までの所要時間（分） 1分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね15年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、屋根外壁の改修の実施。（R2年度実施）

・当分の間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より36年経過している。鉄筋コンクリート造の準耐火構造で、耐用年数は45年とさ

れていることから今後9年は使用する。予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその中で住民

利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 48 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 声問団地62-B-2 所在地 稚内市声問5丁目34番10号

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 白地地域（稚-2） 建蔽率 17.19% 容積率 34.37%土地
敷地面積 1,586.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 2階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 545.00㎡ 築年月 昭和62年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 45年 経過年数 34年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 ×未対応 階段

−無

下水道 ○ 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 緑ヶ丘学園前 施設までの所要時間（分） 1分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

原付・バイク 自転車

○対応済 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね15年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



・⾧寿命化のための、屋根外壁の改修の実施。

・当分の間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。

・予防保全型管理による建物の⾧期利用化を図る。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より34年経過している。鉄筋コンクリート造の準耐火構造で、耐用年数は45年とさ

れていることから今後11年は使用する。予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその中で住

民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

現在、劣化等問題は見られないが、今後も⾧期的な活用を図るため、耐久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理の

容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3 屋根外壁補修（⾧寿命化） 16,126

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 16,126

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 49 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 曲渕団地53-C-1 所在地 稚内市大字声問村字曲渕

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 用途地域外 建蔽率 19.56% 容積率 19.56%土地
敷地面積 680.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 1階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 133.00㎡ 築年月 昭和53年 主構造 コンクリートブロック造

棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 30年 経過年数 43年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 −無 階段

−無

下水道 − 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 曲渕 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

原付・バイク 自転車

−無 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね10年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



除却までの間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。新規入居者を募集しないため、入居のための修繕

は行わない。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設はコンクリートブロック造で建築より43年経過している。コンクリートブロック造の準耐火構造で、耐用年数は

45年とされていることから今後2年は使用する。予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその

中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

老朽化による、建物躯体の劣化。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 50 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 曲渕団地53-C-2 所在地 稚内市大字声問村字曲渕

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 用途地域外 建蔽率 35.62% 容積率 35.62%土地
敷地面積 730.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 1階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 260.00㎡ 築年月 昭和53年 主構造 コンクリートブロック造

棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 30年 経過年数 43年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 −無 階段

−無

下水道 − 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 曲渕 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

原付・バイク 自転車

−無 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね10年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



除却までの間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。新規入居者を募集しないため、入居のための修繕

は行わない。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設はコンクリートブロック造で建築より43年経過している。コンクリートブロック造の準耐火構造で、耐用年数は

45年とされていることから今後2年は使用する。予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその

中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

老朽化による、建物躯体の劣化。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 51 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 曲渕団地53-C-3 所在地 稚内市大字声問村字曲渕

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 用途地域外 建蔽率 31.71% 容積率 31.71%土地
敷地面積 820.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 1階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 260.00㎡ 築年月 昭和53年 主構造 コンクリートブロック造

棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 30年 経過年数 43年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 −無 階段

−無

下水道 − 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 曲渕 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

原付・バイク 自転車

−無 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね10年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

「稚内市公営住宅等⾧寿命化計画」に基づき、引き続き計画的な維持管理や⾧寿命化を実施するとともに、老朽化が著しい建物の用途廃止、解体、除却等を進めていきます。除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



除却までの間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。新規入居者を募集しないため、入居のための修繕

は行わない。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設はコンクリートブロック造で建築より43年経過している。コンクリートブロック造の準耐火構造で、耐用年数は

45年とされていることから今後2年は使用する。予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその

中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

老朽化による、建物躯体の劣化。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 52 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 曲渕団地53-C-4 所在地 稚内市大字声問村字曲渕

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 用途地域外 建蔽率 33.77% 容積率 33.77%土地
敷地面積 770.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 旧耐震
地上 1階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 260.00㎡ 築年月 昭和53年 主構造 コンクリートブロック造

棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 30年 経過年数 43年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 −無 階段

−無

下水道 − 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 曲渕 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

原付・バイク 自転車

−無 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね10年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



除却までの間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。新規入居者を募集しないため、入居のための修繕

は行わない。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設はコンクリートブロック造で建築より43年経過している。コンクリートブロック造の準耐火構造で、耐用年数は

45年とされていることから今後2年は使用する。予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその

中で住民利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

老朽化による、建物躯体の劣化。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16



課

(1)施設概要

(2)維持管理コスト 単位：円

施設個票
１ 施設の概要
施設番号 53 用途分類 公営住宅 所管課 都市整備 住宅管理G 担当
施設名称 曲渕団地60-B-3 所在地 稚内市大字声問村字曲渕

設置根拠
条例・規則・

要綱等

稚内市営住宅条例
稚内市営住宅条例施行規則

施設配置状況
建物内施設
敷地内建物 外物置
管理形態 直営 管理者 市

市ほか
用途地域 用途地域外 建蔽率 13.56% 容積率 13.56%土地
敷地面積 1,881.00㎡ 所有形態 市 所有者名

その他規制

耐震性能 新耐震
地上 1階 地下 - 非常用井戸 無

市ほか
延床面積 255.00㎡ 築年月 昭和60年 主構造 鉄筋コンクリート
棟数 1棟 所有形態 市 所有者名

耐用年数 30年 経過年数 36年

建築基準法第12条点検データ 無
防災倉庫 − 指定避難場所 指定無 指定避難所 指定無

ＡＥＤ
玄関 ×未対応 通路 −無 階段

−無

下水道 − 合併浄化槽 単独浄化槽

利便性 最寄鉄道駅又はバス停の名称 曲渕 施設までの所要時間（分） 10分
駐車場 自動車

バリアフリー

等対応状況

建物

原付・バイク 自転車

−無 建物内段差 −無
ＷＣ ×未対応 ＥＶ −無 標示 −無

収入

平成29年度 平成30年度 令和1年度

事業収入

運営委託料

令和2年度 備考
使用料

0 0

指定管理料

計 0 0 0 0
その他

事業費

修繕費
光熱水費

施設管理委託料

使用料・賃借料

人件費
工事費

建物保険料

その他

収支 金額 0 0 0 0

支出

計 0 0



※平成28年度以前に行った改修工事・修繕で、主として建物に関すること（100万円以上）

(3)施設利用状況（保育所・学童保育所以外の施設※一般の利用者、貸出し等がある施設）

年度 金額 内容 年度 金額 内容

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 4ヵ年平均

市民以外利用者使用料等割増

使用料等徴収 使用料等減免基準 使用料等減免基準名称
利用条件

年間会館日数 定員 市民以外利用

休館日
利用者属性

年間

利用

状況

利用者数

利用コマ数

利用者数
稼働率

利用可能コマ数

利用コマ数
稼働率

利用可能コマ数

これまでの使用実績、建築からの経過年数を考慮し、本市として維持していくことは困難と考えることから、概ね10年

後をめどに地域住民との協議を始め承諾を得たうえで除却を検討したい。

(2)公民連携の検討について

(3)民間等(町内会等を含む)への譲渡の検討について

(4)国・道との協働の検討について

２ 管理に関する基本的な方針

基本的な方針 除却

施設の老朽化が激しいため大規模な改修は考えていないが現状維持をしつつ、33年後には地域住民との合意を得たうえ

で除却したいと考えている。

(1)集約・複合化の検討について



除却までの間、安全性、機能性を維持し、必要最小限の修繕を行う。現在、入居者がいるため耐久性の向上や躯体への

影響の低減、維持管理の容易性の向上など、予防保全的な改善を行っていく必要がある。

６ 管理に関する実施計画

年度 大規模な改修・修繕等の内容 概算額(千円) 備 考

３ 目標使用年数

本施設は鉄筋コンクリート造で建築より36年経過している。鉄筋コンクリート造の準耐火構造で、耐用年数は45年とさ

れていることから今後9年は使用する。予防保全的な修繕を行いながら、今後数年使用を目標とする。但しその中で住民

利用がなくなる、大規模な改修が必要になった時には都度協議する。

４ 管理上の課題等

老朽化による、建物躯体の劣化。

５ 管理に関する実施方針

R5

R6

R3

R4

R9

R10

R7

R8

R13

R14

R11

R12

合 計 0

R15

R16


